
平成２５年度中間決算について

本州四国連絡高速道路株式会社の平成２５年度(第９期)中間決算についてお知らせします。

1.決 算 概 要

2.決 算 資 料

[個別決算]
・ 中 間 貸 借 対 照 表
・ 中 間 損 益 計 算 書
・ 中間株主資本等変動計算書
・ 個 別 注 記 表

[連結決算]
・ 中 間 連 結 貸 借 対 照 表
・ 中 間 連 結 損 益 計 算 書
・ 中間連結株主資本等変動計算書
・ 連 結 注 記 表

平成２５年１２月２０日
本州四国連絡高速道路株式会社

※当社の中間決算は、金融商品取引法に基づいて作成したものではなく、
情報開示等の目的で任意に作成したものです。





















個 別 決 算



本州四国連絡高速道路株式会社
(単位：百万円）

流動資産
現金及び預金 11,545
高速道路事業営業未収入金 5,196
未収入金 41
未収収益 1
短期貸付金 0
有価証券 4,800
仕掛道路資産 4,532
未成工事支出金 318
貯蔵品 221
前払金 1,161
前払費用 25
その他の流動資産 18
貸倒引当金 △ 1

流動資産合計 27,863
固定資産
高速道路事業固定資産

有形固定資産
建物 96
構築物 2,212
機械及び装置 3,184
車両運搬具 280
工具、器具及び備品 221
土地 134
リース資産 0
建設仮勘定 610 6,742

無形固定資産 295 7,037
関連事業固定資産

有形固定資産
建物 280
構築物 182
機械及び装置 0
工具、器具及び備品 2
土地 4,830
建設仮勘定 0 5,296

各事業共用固定資産
有形固定資産

建物 1,506
構築物 62
機械及び装置 2
工具、器具及び備品 14
土地 2,223
建設仮勘定 2 3,809

無形固定資産 60 3,870
投資その他の資産

関係会社株式 248
投資有価証券 1,205
長期貸付金 6
長期前払費用 0
長期未収入金 55
その他の投資等 162
貸倒引当金 △ 8 1,670

固定資産合計 17,874
資産合計 45,738

資産の部

中 間 貸 借 対 照 表
平成25年９月30日



(単位：百万円）

流動負債

高速道路事業営業未払金 8,623

１年以内返済予定長期借入金 0

リース債務 0

未払金 282

未払法人税等 1,272

未払費用 7

預り金 15

受託業務前受金 1,528

前受金 2

前受収益 25

賞与引当金 245

流動負債合計 12,004

固定負債

道路建設関係長期借入金 4,138

その他の長期借入金 6

長期未払金 214

受入保証金 47

退職給付引当金 14,079

役員退職慰労引当金 10

ＥＴＣマイレージサービス引当金 897

固定負債合計 19,394

負債合計 31,399

株主資本

資本金 4,000

資本剰余金

資本準備金 4,000

資本剰余金合計 4,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 4,622

繰越利益剰余金 1,716 6,338

利益剰余金合計 6,338

株主資本合計 14,338

純資産合計 14,338

負債・純資産合計 45,738

負債の部

純資産の部



本州四国連絡高速道路株式会社
（単位：百万円）

高速道路事業営業損益

営業収益

料金収入 33,555

道路資産完成高 946

その他の売上高 55 34,557

営業費用

道路資産賃借料 23,545

道路資産完成原価 946

管理費用 8,149 32,641

高速道路事業営業利益 1,915

関連事業営業損益

営業収益

休憩所等事業収入 169

鉄道管理受託業務収入 75

その他受託業務収入 143 388

営業費用

休憩所等事業費 144

鉄道管理受託業務事業費 98

その他受託業務事業費 157 400

関連事業営業利益 △ 12

全事業営業利益 1,902

営業外収益

受取利息 7

有価証券利息 6

土地物件貸付料 62

雑収入 17 94

営業外費用

支払利息 0

雑損失 11 11

経常利益 1,985

特別利益

固定資産売却益 433 433

税引前中間純利益 2,418

法人税、住民税及び事業税 1,220

中 間 損 益 計 算 書
平成25年４月１日から平成25年９月30日まで

中間純利益 1,198



本州四国連絡高速道路株式会社

（単位：百万円）

資本剰余金

資本金 資本準備金 別途積立金 繰越利益剰余金 利益剰余金合計 株主資本合計 純資産合計

平成25年４月１日残高 4,000 4,000 4,338 801 5,140 13,140 13,140

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立 283 △ 283 - - -

中 間 純 利 益 1,198 1,198 1,198 1,198

中間会計期間中の変動額合計 - - 283 914 1,198 1,198 1,198

平成25年９月30日残高 4,000 4,000 4,622 1,716 6,338 14,338 14,338

利益剰余金

その他利益剰余金

中間株主資本等変動計算書
平成25年４月１日から平成25年９月30日まで

株主資本



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 ･･････････････ 移動平均法による原価法

満期保有目的の債券 ･･････ 償却原価法（定額法）

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛道路資産 ････････････ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

未成工事支出金 ･･････････ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

貯蔵品 ･･････････････････ 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）

但し、料金収受設備等に係る貯蔵品については、個別法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

３．固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

(２)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(３)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(１)貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(２)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当中間期に見合う額を計上しております。

(３)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

個別注記表

建物 ２～50年

構築物 ２～60年

機械及び装置 ２～17年

車両運搬具 ２～７年

工具、器具及び備品 ２～20年



過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により按

分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による

定額法により按分した額を、発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(４)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づき当中間期末要支給額を計上しております。

(５)ＥＴＣマイレージサービス引当金

ＥＴＣマイレージサービス制度による無料走行に備えるため、当中間期末におけるポイント発行残高に対

する将来の使用見込額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

道路資産完成高

工事完成基準を適用しております。

受託業務収入

当中間期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗

率の見積もりは原価比例法）を適用しております。その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。

６．消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産減価償却累計額

高速道路事業有形固定資産減価償却累計額

関連事業有形固定資産減価償却累計額

各事業共用有形固定資産減価償却累計額

２．保証債務

日本道路公団等民営化関係法施行法第16条により連帯した債務

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条により連帯した債務

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

長期金銭債権

長期金銭債務

損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引

営業取引

営業収益

営業費用

営業取引以外の取引

営業外収益

株主資本等変動計算書に関する注記

当中間期の末日における発行済株式の種類及び数

普通株式 800万株

83百万円

11百万円

11百万円

173百万円

1,733百万円

12百万円

5百万円

8,161百万円

354百万円

708百万円

202,290百万円

5,662百万円



道路資産賃借料に係る未経過リース料中間期末残高相当額

道路資産賃借料

一年以内

一 年 超

合 計

平成24年３月28日締結の一般国道28号（本州四国連絡道路（神戸・鳴門ルート））等に関する協定に基づく

ものであります。

１．当社及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構は、道路資産の貸付料を含む協定について、おお

むね５年ごとに検討を加え、必要がある場合には、相互にその変更を申し出ることができるとされておりま

す。ただし、道路資産の貸付料を含む協定が独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第17条に規定

する基準に適合しなくなった場合等、業務等の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生ずるおそれがある場合

には、上記の年限に関わらず、相互にその変更を申し出ることができるとされております。

２．道路資産の貸付料は、実績料金収入が、計画料金収入に計画料金収入の変動率に相当する金額を加えた金

額（加算基準額）を超えた場合、当該超過額（実績料金収入－加算基準額）が加算されることとなっており

ます。また、実績料金収入が、計画料金収入から計画料金収入の変動率に相当する金額を減じた金額（減算

基準額）に足りない場合、当該不足額（減算基準額－実績料金収入）が減算されることとなっております。

一株当たり情報に関する注記

一株当たり純資産額

一株当たり中間純利益

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

45,759百万円

1,426,998百万円

1,472,757百万円

1,792.32円

149.81円



連 結 決 算



本州四国連絡高速道路株式会社
（単位：百万円）

流動資産

現金及び預金 12,133

未収入金 5,416

有価証券 5,200

たな卸資産 5,639

短期貸付金 641

繰延税金資産 126

その他 1,168

貸倒引当金 △ 1

流動資産合計 30,324

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,198

機械及び運搬具 3,493

8,905

リース資産 151

その他 900 19,648

無形固定資産 369 20,017

投資その他の資産

投資有価証券 1,511

長期未収入金 55

繰延税金資産 39

その他 251

貸倒引当金 △ 8 1,849

固定資産合計 21,867

資産合計 52,192

中 間 連 結 貸 借 対 照 表

平成25年9月30日

資産の部

土地



（単位：百万円）

流動負債

未払金 9,284

短期借入金 400

一年以内返済予定長期借入金 0

リース債務 47

未払法人税等 1,386

前受金 1,548

賞与引当金 418

その他 169

流動負債合計 13,256

固定負債

長期借入金 4,144

リース債務 107

長期未払金 550

退職給付引当金 14,641

役員退職慰労引当金 43

ＥＴＣマイレージサービス引当金 897

負ののれん 1,289

その他 459

固定負債合計 22,134

負債合計 35,390

株主資本

資本金 4,000

資本剰余金 4,000

利益剰余金 8,801

株主資本合計 16,801

純資産合計 16,801

負債・純資産合計 52,192

負債の部

純資産の部



本州四国連絡高速道路株式会社
（単位：百万円）

営業収益 35,753

営業費用

道路資産賃借料 23,545

高速道路等事業管理費及び売上原価 7,763

販売費及び一般管理費 2,363 33,672

営業利益 2,081

営業外収益

受取利息 12

有価証券利息 6

土地物件貸付料 53

負ののれん償却額 51

雑収入 25 149

営業外費用

支払利息 1

雑損失 13 15

経常利益 2,215

特別利益

固定資産売却益 419

その他 21 440

税金等調整前中間純利益 2,656

法人税、住民税及び事業税 1,334

法人税等調整額 △ 49

少数株主損益調整前中間純利益 1,372

中間純利益
1,372

中 間 連 結 損 益 計 算 書

平成25年4月1日から平成25年9月30日まで



本州四国連絡高速道路株式会社

（単位：百万円）

純資産

合 計

平成25年4月1日残高 4,000 4,000 7,429 15,429 15,429

中間連結会計期間中の変動額

中 間 純 利 益 1,372 1,372 1,372

平成25年9月30日残高 4,000 4,000 8,801 16,801 16,801

1,372

中間連結株主資本等変動計算書

（平成25年4月1日から平成25年9月30日まで）

株 主 資 本

資本金

中間連結会計期間中の変動額合計 - - 1,372

資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

1,372



連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の注記

１．連結の範囲に関する事項

(１)連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称

ＪＢハイウェイサービス㈱ ㈱ブリッジ・エンジニアリング ＪＢトールシステム㈱

(２)非連結子会社の名称等

㈱ネクストウェイ

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当中間期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社の名称等

㈱ネクストウェイ

（持分法を適用していない理由）

非連結子会社は、それぞれ当中間期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響は軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いためであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券 ･･････ 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のないもの ･･････････ 移動平均法による原価法

②たな卸資産

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～60年

機械及び運搬具 ２～17年

その他 ２～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。

連結注記表



(３)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当中間連結会計期間に見合う額を計上し

ております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、主として当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により按

分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による

定額法により按分した額を、発生の翌年度から費用処理することとしております。

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づき当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。

⑤ＥＴＣマイレージサービス引当金

ＥＴＣマイレージサービス制度による無料走行に備えるため、当中間連結会計期間末におけるポイント発

行残高に対する将来の使用見込額を計上しております。

(４)その他連結計算書類作成のための重要な事項

①収益及び費用の計上基準

道路資産完成高

工事完成基準を適用しております。

受託業務収入

当中間連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積もりは原価比例法）を適用しております。その他の工事については工事完成基準を

適用しております。

②消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

５．負ののれんの償却に関する事項

負ののれんは、20年間で均等償却しております。

中間連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産減価償却累計額

２．保証債務

日本道路公団等民営化関係法施行法第16条により連帯した債務

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条により連帯した債務

中間連結株主資本等変動計算書に関する注記

当中間連結会計期間の末日における発行済株式の種類及び数

普通株式

10,393百万円

202,290百万円

5,662百万円

800万株



道路資産賃借料に係る未経過リース料当中間連結会計期間末残高相当額

道路資産賃借料

一年以内

一 年 超

合 計

平成24年３月28日締結の一般国道28号（本州四国連絡道路（神戸・鳴門ルート））等に関する協定に基づく

ものであります。

１．当社及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構は、道路資産の貸付料を含む協定について、おお

むね５年ごとに検討を加え、必要がある場合には、相互にその変更を申し出ることができるとされておりま

す。ただし、道路資産の貸付料を含む協定が独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第17条に規定

する基準に適合しなくなった場合等、業務等の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生ずるおそれがある場合

には、上記の年限に関わらず、相互にその変更を申し出ることができるとされております。

２．道路資産の貸付料は、実績料金収入が、計画料金収入に計画料金収入の変動率に相当する金額を加えた金

額（加算基準額）を超えた場合、当該超過額（実績料金収入－加算基準額）が加算されることとなっており

ます。また、実績料金収入が、計画料金収入から計画料金収入の変動率に相当する金額を減じた金額（減算

基準額）に足りない場合、当該不足額（減算基準額－実績料金収入）が減算されることとなっております。

一株当たり情報に関する注記

一株当たり純資産額

一株当たり中間純利益

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

45,759百万円

1,426,998百万円

1,472,757百万円

2,100.22円

171.51円




